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１Ｇ２２

研究開発における技術探索と企業業績との関連性について

○竹上慎志（東京理科大ＭＯＴ サンケン電気）

 研究目的

研究開発型企業において、自社のコア技術の強化は他社との競争優位性を高める。その一方で、技術

トレンドや経済環境の変化に対応するためには新たな知識を得て、それを製品へと適用する活動も必要

となってくる。研究開発においては、知識の深さを深めていく活動と、知識の幅を広げる活動の両方の

バランスが企業の競争優位性を左右する。知識（技術）の「幅」と「深さ」のいずれもイノベーション

創出（例えば新製品の数）に影響を与え、これらの相互作用が製品イノベーションにプラスの影響を与

える。また、既存技術をさらに深めることは、新たな技術と融合できる範囲を広げることができる［1］。 
そこで本研究においては、半導体企業を取り上げ、①「知識の深さ」を深める深化的活動と「知識の

幅」を広げる探索的活動の強弱の程度、②知識を組織内で融合させる知識創造プロセスの分析を行い、

企業業績との関連性を明らかにする（図 1）。 
 

図図１１ 知知識識のの獲獲得得かからら収収益益化化ままででののイイメメーージジ図図  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 先行研究

研究開発における深化（「活用」という用語を用いているものある）及び探索に対し、企業業績（また

は企業価値）との関連性を分析する先行研究はいくつかある。例えば、深化的活動度が高い（若しくは

技術多角度の低い）企業は、経営成果にプラスの影響を与えるとするものがある［2］［3］［4］。また、

探索的活動度が低いほど、10 年間の売上高増加率が低下する傾向を示すとするものもある［5］。他方

で、探索的活動度が高い（若しくは研究開発投資の多角度が高い）企業は、経営成果にマイナスの影響

を与えるとするものがある［2］［6］。その他にも、業界によって結論が異なるもの［7］や、同じ業界内

でも企業によって結論が逆になるもの［8］がある。これらのことから、深化的活動と探索的活動の強弱

に対する企業業績との間には、一定の関連性を有している部分もあるが、深化と探索の単なる強弱や割

合だけで判断することはできない。 
企業業績の向上のためには、深化と探索によって得た知識（技術）を融合させることでイノベーショ

ンを創出し、新製品へ適用することが必要となる。このため、知識をどのように融合するかといった知

識創造プロセスも、企業業績を左右する重要な要素と言える［9］。この点に関する先行研究として、例

えば、コア技術だけでなく周縁技術を含む幅の広い知識を蓄積することで、既存知識との統合できる技

術範囲が広がり、より多くのイノベーション創出が期待できるとするものがある［10］。このように、組

織内における異なる知識の融合がイノベーションを創出し、企業業績に貢献するものと考えられる［11］
［12］。 

しかし、これらの先行研究は、イノベーションを創出し高い企業業績を継続する企業が、どのような
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知識創造プロセスにより知識の融合を図っているかまでは明らかにされていない。これは、その企業の

内部に入りこまなければ明らかにすることが難しい領域だからと考えられる。そこで本研究では、半導

体業界で好業績を継続する代表的な企業における、研究開発における深化と探索の強弱の程度と、それ

ら知識を融合させる知識創造プロセスについて、主に特許情報を用いることで可視化し、分析する。 
 
 

 分析方法

分析期間及び対象企業の選定

分析対象期間は、2013～2022 年度の 10 年間とした。対象企業は、「半導体産業計画総覧 2023-2024
年度版」［13］に掲載されている国内半導体企業の売上高上位企業のうち、分析対象期間に渡り継続的

に企業業績を収集できる企業を選定した。そのため、この 10 年間に新たに設立された企業や、事業再

編などによりセグメント売上高数値の継続性に疑義が生じる企業は対象外とした。また、下記項目 3.2
に示す検索条件により抽出した年間出願数が 10 件に満たない年が複数ある企業も対象外としている。 

対象企業は表 1 の６社となった（鉤括弧内は対象企業の略語を示し、小括弧内は当該企業における対

象セグメントを示す）。 
表表 11 対対象象企企業業６６社社  

ルネサスエレクトロニクス株式会社「ルネサス」 ローム株式会社「ローム」 
日亜化学工業株式会社「日亜化学」（光半導体） 三菱電機株式会社「三菱電機」（電子デバイス） 
富士電機株式会社「富士電機」（半導体） 浜松ホトニクス株式会社「浜ホト」（光半導体） 

 
成果指標としての企業業績は、分析対象期間の売上高営業利益率の平均値を採用した。これは、イノ

ベーションによって付加価値が高まれば製品の収益性も高まると考えられるからである。また、競争環

境の変化への適用度を測るうえで、長期的な指標として分析対象期間の年平均売上高成長率も採用した。

なお、これらデータは日経 Needs Financial Quest から抽出した。また、半導体非専業企業については、

有価証券報告書の半導体製品に該当するセグメント情報の売上高及び営業利益の数値を用いている。 

技術多角化度：深化と探索の割合の算出

企業は、深化的活動と探索的活動によって得た知識により研究開発を行い、その結果生じる技術成果

に対して特許出願を行う。そこで、特許出願の技術分類（FI：File Index）を用いて深化と探索の強弱

を技術多角度とし、HHI（ハーフィンダール指数）にて算出することにした。HHI が１に近いほど技術

分野が集中していることを示し、探索よりも深化の度合いが高い（技術多角化度が低い）ことを表す。

他方で HHI が０に近いほど技術分野が分散していること示し、深化よりも探索の度合いが高い（技術

多角度が高い）ことを表す。各企業の特許情報の収集は、特許情報プラットフォーム J-PlatPat を用い

た。検索条件として、次の 4 条件を AND とし、各企業のデータを得た。

［検索条件：①国内特許、②FI は H セクション（電気）、③明細書に「半導体」の文言が含まれるもの、

④2013 年度～2022 年度に特許出願］

なお、今回の分析対象が日本企業であることから国内特許出願に限定している。また、FI を H に限

定したのは半導体企業を対象にしているため、電気セクションの FI が付与されたものを抽出するため

である。なお、抽出にあたって複数の FI が付与されているものは、その中で一つでも H セクションの

ものがあれば抽出されるが、その後、一つの特許に対しては筆頭 FI を一つ割り当て、H セクションの

出願のみを抽出している。なお、出願数が少ない場合の HHI への影響を考慮し、この抽出した件数が

分析対象期間において年 10 件以上を維持していない場合、当該企業は今回の分析の対象外とした。 
技術多角化度は 2 つの指標（サブクラスとメイングループ）を用いた（図２）。まず、先行研究でも多

く採用されているサブクラスについては、「H01L（半導体装置）」とそれ以外のサブクラスの技術多角

度を表す。これは、H01L への技術集中度を技術の深化の度合い、それ以外のサブクラスへの分散度を

探索の度合いと見ている。さらに、今回の選定企業は半導体企業に絞っているため、サブクラス H01L
（半導体装置）内における技術の多角化度を図る観点から、メイングループの技術多角度も見ている。

すなわち、半導体装置の技術領域（H01L）の中において、特定の技術分野に特許が集中（深化）してい

るか、幅広い技術分野に特許が分散（探索）しているかという指標である。 
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技術多角度が低い場合、特許出願が特定技術に集中していることを表し、これは知識の深化的活動度

が高いことを示す。一方で、技術多角度が高い場合、特許出願が周縁技術へ広く分散している状態を表

し、これは知識の探索的活動度が高いことを示す。 

図図２２ 特特許許分分類類のの階階層層構構造造

企業内における知識創造プロセス（ネットワーク構造）

共同で発明を成立させた場合は、共有者全員で出願しなければならない（共同出願：特許法第 38 条）。

そのため、特許出願の共同発明者情報を用いることで、企業内での知識のつながりを知ることができる。

この分析には、商用の特許分析ツールである、Questel 社の Orbit を用いた。なお、本分析においては、

特許分析ツールの仕様上、上記項目 3.2 の検索条件②において、FI ではなく IPC を用い、メイングル

ープの H01L に含まれる技術分野に対象を絞っている。また、技術分野の関連性を把握する観点から、

1 つの出願に複数の IPC が記載されている場合は、筆頭 IPC だけではなく全 IPC を元に技術のつなが

りを分析している。

 分析結果及び考察

企業業績と技術多角化度の関連性結果

図３は、対象期間における、選定企業の年平均売上高成長率（横軸）と、売上高営業利益率の平均値

（縦軸）を示す。売上高営業利益率は、光半導体事業を手掛ける浜ホトと日亜化学の 2 社が顕著に高い。

他方で、年平均売上高成長率は浜ホトと日亜化学とでは差が開いていることがわかる。このことから、

特に特徴のあるこの 2 社に焦点を当てて考察を進める。 
図４は、選定企業の特許分類（FI）から算出した HHI をサブクラス（横軸）とメイングループ（縦

軸）の両面からプロットした。日亜化学は、サブクラスとメイングループのいずれも HHI が高い。こ

れは、特定の技術分類に特許出願が集中していることを示す。他方、浜ホトはサブクラスもメイングル

ープも他の半導体企業と同程度の HHI であり、技術分類がある程度分散していることを示す。 
 
図図３３  選選定定企企業業のの売売上上高高営営業業利利益益率率とと成成長長率率 図図４４  選選定定企企業業のの特特許許分分類類にによよるる HHHHII  
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図 3 及び図４の選定企業 6 社による相対的な比較より、次のことが明らかとなった。まず、技術多角

度が低い（技術分野が集中する）日亜化学は、売上高営業利益率が高い一方で、年平均売上高成長率は

相対的に高いとは言えない。これは先行研究［2］［3］［4］［5］の結論に沿う傾向と言える。 
一方で、技術多角度が高い（技術分野が分散する）浜ホトは、売上高営業利益率も売上高成長率のい

ずれも高い。これは、探索が経営成果を促進するとは言えないとする先行研究［2］や、研究開発投資の

多角化は収益性の高さに結びつかない（その理由として、ユニット間コミュニケーション障壁により新

結合が起こり難くなっている）点を示唆する先行研究［6］の結論とは反対の傾向を示す。 
以上の分析結果より、浜ホトは、知識の幅と深さの単なる割合以外に、巧みなイノベーション創出活

動を行い、企業業績に結び付けていることが考えられる。

企業内における知識創造プロセス（ネットワーク構造）の分析結果

図５は、浜ホトと日亜化学のそれぞれにおいて、社内で少なくとも複数（2 回以上）の共同発明を行

った発明者の上位 50 名のつながり（ネットワーク）を示す。ノードである丸いマークは発明者一人ひ

とりを表し、ノード間のエッジ（紐）が発明者間のつながりを表している。出願件数が多いほどノード

の大きさは大きくなり、エッジの太さは太くなる。ネットワーク内で発明者の密度の高いクラスターを

枠（グループ）で囲い、そのグループにおける代表的な技術分類（メイングループ）を付している。ま

た、そのグループ内で最も出願件数の多い技術分類を太字にしている。浜ホトは 4 つのグループ（A～

D）ができ、日亜化学は３つのグループ（A～C）ができた。また、各グループ間にまたがるエッジの本

数を丸数字で表すことで、各グループ間の結びつきの強弱を示す。

図図５５ 共共同同発発明明者者情情報報をを用用いいたたネネッットトワワーークク構構造造のの比比較較

浜浜ホホトト 日日亜亜化化学学

日亜化学は、３つのグループ（A～C）のいずれにおいても H01L33 が最も多く、続いて H01L23 が

多い。このことから、類似の技術内容で全体のネットワークが形成されていることがわかる。 
一方、浜ホトの 4 つのグループについては、まず、グループ A は H01L21 に集中している。グルー

プ B は、H01L21 が最も多いが、続いて H01L33 が多い。グループ C は H01L31 が最も多く、続いて

H01L21 が多い。グループ D は H01L27 が最も多く、続いて H01L31 が多い。これらのことから、各

グループにおいては一部に共通する技術分野を有するものの異なる技術分野が強化され、各グループ間

を少ない本数のエッジ（ウィークタイ）で繋がっていることがわかる。このようなネットワーク構造は、

各グループ内においては得意な技術を強化する一方で、ウィークタイにより両グループ間で異なる知識

の融合が生じ、イノベーションが創出されることが考えられる［14］［15］。このようなウィークタイで

繋がるグループ間においては、暗黙知は伝わりにくいという特徴があるが、浜ホトは多くの従業員に対

して形式知では伝わりにくい暗黙知を実体験として経験させる。また、部門間の連携を通して暗黙知と
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形式知を連携させる取り組みを行うなど、知識創造を実践する企業である［16］［17］。深化と探索を両

立させ、両者を融合する知識創造プロセス（ネットワーク構造）を備えることで継続的な高収益を実現

しているものと考えられる［18］。 

 まとめ

研究開発においては、知識の深化と探索の割合とともに、それら知識を融合する知識創造プロセス（ネ

ットワーク構造）がイノベーションを創出し、企業業績に影響を与えることを明らかにした。特に、売

上高営業利益率と売上高成長率の両方を高めるためのネットワーク構造は、特定の技術に強みを持つ凝

集度の高いクラスターを複数持ち、それらがウィークタイにより連携した構造（スモールワールドの形

成［19］）が有効であることを示した。このような組織内における知識創造プロセスの一部を、共同発明

者情報を用いることで可視化することができた。 
他方で、本研究は選定した半導体企業 6 社の中で、特に浜ホトの光半導体事業に焦点を当てた狭い範

囲の分析であり、今後は対象企業を増やした分析を行う予定である。また、知識の深さと幅をどのよう

なネットワークを構築して拡大してきたかといった時間軸の観点を取り入れた分析を行う予定である。 
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